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独占禁止法改正法の施行に伴い整備する関係政令等について 

 

平成２７年１月１６日 

公 正 取 引 委 員 会 

 

公正取引委員会が行う審判制度の廃止，排除措置命令等を行う際の処分前手

続として実施される意見聴取手続の整備等を内容とする「私的独占の禁止及び

公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律」（平成２５年法律第１００

号。以下「改正法」という。）が，平成２５年１２月７日，第１８５回臨時国会

において可決・成立し，同月１３日に公布された。 

公正取引委員会では，改正法の施行に向けて，関係政令及び規則について整

備すべく作業を進めてきたところ，関係政令について，本日閣議決定された。

また，これに合わせて，改正法の施行に伴い新たに必要となる「公正取引委員

会の意見聴取に関する規則」（以下「意見聴取規則」という。）を制定するとと

もに，その他関係規則について，所要の改正を行うこととした。 

なお，これらの関係政令及び規則については，平成２７年１月２１日に公布

される予定である。また，公正取引委員会では，今後，改正法及び意見聴取規

則の内容について広く周知するため，説明会を開催することとした。 

 

第１ 関係政令の整備 

１ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律

の施行期日を定める政令 

改正法の施行期日については，平成２７年４月１日とする（別紙１参照）

（注）。 

（注）経過措置を政令で定める旨の規定（改正法附則第１５条）及び公正取引委員会

の行政調査手続についての検討規定（改正法附則第１６条）については平成２

５年１２月１３日に施行されている。 

 

関係政令及び規則（意見聴取規則を除く。）に関する問い合わせ先 

公正取引委員会事務総局経済取引局総務課企画室 

      電話 ０３－３５８１－５４８５（直通） 

意見聴取規則に関する問い合わせ先 

公正取引委員会事務総局官房総務課審決訟務室 

      電話 ０３－３５８１－５４７８（直通） 

ホームページ http://www.jftc.go.jp 
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２ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律施行令等の一部を改正

する政令（以下「改正政令」という。） 

後記(1)から(3)までの政令について，改正法の施行に伴い必要となる所

要の改正を行う。 

(1) 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律施行令の一部改正 

改正法の施行により審判制度に関係する条文が削除されることに伴い，

引用条文の削除及び修正を行う（別紙２－１参照）。 

(2) 公正取引委員会の審判費用等に関する政令の一部改正 

改正法の施行に伴い，独占禁止法第７５条の参考人及び鑑定人の旅費

等について規定した本政令の題名を改正する（別紙２－２参照）。 

(3) 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第四十七条第二項の

審査官の指定に関する政令の一部改正 

改正法の施行に伴い，審査官に指定する者の要件から，「審判に立ち会

う」ために必要な法律及び経済の知識経験に係るものを削除する（別紙

２－３参照）。 

改正政令については，改正法の施行期日（平成２７年４月１日）から施

行する。 

 

第２ 関係規則の整備 

１ 意見聴取規則 

 公正取引委員会は，平成２６年１０月２日に意見聴取規則案を公表し，関

係各方面から広く意見を求めたところ，７名から意見の提出があった。公正

取引委員会は，提出された意見を慎重に検討して意見聴取規則案の一部を修

正し，また，法技術的観点から所要の修正を加えた上で，別紙３－１のとお

り，意見聴取規則を制定することとした。 

提出された意見の概要及びそれに対する考え方については別紙３－２の

とおりであり，提出された意見については公正取引委員会事務総局官房総

務課審決訟務室において閲覧に供する。 

 意見聴取規則については，改正法の施行期日（平成２７年４月１日）か

ら施行する。 

 

２ その他規則 

改正法の施行に伴い，「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

第七十条の十二第一項に規定する審判手続に関する規則」，「公正取引委員

会の審判に関する規則」及び「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関す
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る法律第五十三条第一項に規定する審判手続に関する規則」を廃止するこ

ととした。 

また，改正法の施行に伴い，規定の削除，引用条文の修正等が必要とな

る「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第九条から第十六条

までの規定による認可の申請、報告及び届出等に関する規則」，「課徴金の

納付の督促状の様式等に関する規則」，「公正取引委員会の所管する法令に

係る行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律施行規則」及

び「公正取引委員会の審査に関する規則」を一部改正することとした（別

紙４参照）。 

これらの整備を行う規則については，改正法の施行期日（平成２７年４

月１日）から施行する。 

 

第３ 改正法及び意見聴取規則に係る説明会の実施 

公正取引委員会では，今後，改正法及び意見聴取規則の内容について広く

周知するため，説明会を開催することとした。開催日時，開催場所，申込方

法等は別紙５のとおりである。 

 

以上 

 


